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別記様式（第２条関係） 

会   議   録 （要 旨） 

会 議 名 庁 議 

開 催 日 時 令和３年９月２９日（水）午後１時１０分～午後１時４２分 

開 催 場 所 ３０１会議室 

出席者及び 

欠 席 者 

出席者：市長、副市長、教育長、企画財政部長、総務部長、市民部長、

協働推進部長、協働推進部環境担当部長、健康福祉部長、健康

福祉部高齢・障害担当部長、子ども家庭部長、都市整備部長、

都市整備部建設管理担当部長、教育部長、議会事務局長 

欠席者：学校教育担当部長、会計管理者 

説明員：財政課長 

議 題 
１ 令和４年度予算編成方針について 

２ その他 

結 論 
（ 決 定 し た 方

針、残された問
題点、保留事項
等を記載する。） 

議題１：原案のとおり決定する。 

議題２：「令和４年度予算編成方針」については、１０月１日（金）に

依命通達として、各部長宛に送付する。 

令和４年度予算編成事務説明会については、新型コロナウイル

ス感染症感染拡大防止の観点から、書面開催とする。 

令和４年度予算編成事務要領等の配布は１０月４日（月）、予

算見積書の提出期限は１０月２９日（金）を予定している。 

審 議 経 過 
（主な意見等を
原則として発言
順に記載し、同

一内容は一つに
まとめる。) 
 

（発言者） 
○印=構成員 
●印=説明員 

 

議題１ 令和４年度予算編成方針について 

（企画財政部長説明） 

  本日、御審議いただく令和４年度予算編成方針（案）については、

武蔵村山市予算事務規則第８条第１項の規定により、市長の命を受け

て、会計年度ごとに定めるものである。 

令和４度予算編成方針（案）については、財政課長が朗読する。  

 

（財政課長） 

―令和４年度予算編成方針（案）について朗読― 

 

―補足説明― 

資料２「令和４年度予算編成方針（案）の前年度との比較」に基

づいて補足説明をさせていただく。各項目の構成は、おおむね令和

３年度と同じとしている。 

１ページの「月例経済報告」については、令和３年９月に発表さ

れたものに入れ替えたものである。 

また、「新型コロナウイルス感染症の感染状況と経済への影響」は、

令和３年度における感染状況の概要を記載したものであり、ＧＤＰ

２次速報値は、令和３年４～６月期に入れ替えたものである。 

２ページの「国の令和４年度予算の概算要求に当たっての基本的

な方針」と「東京都の令和４年度予算の見積方針」は、令和４年度

予算に入れ替えたものである。 
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３ページの「本市の令和２年度普通会計決算概要」は、令和２年

度普通会計決算に入れ替えたものである。 

４ページの「予算編成の基本方針」は、これまで本文中に入って

いた重点施策を分かりやすくするため、重点課題として４つの項目

に整理したものである。 

また、重点課題については、本市の最重要施策、国や東京都の施

策の動向などを踏まえたものである。 

６ページ「１ 基本的事項」の⑴は、令和３年度では基本方針の

本文に入っていたものを基本的事項の１項目として整理したもので

ある。 

⑵と⑶は、記載内容を整理したものである。 

⑷は、令和３年度予算編成方針とほぼ同内容となっている。 

⑸は、定員適正化計画に基づき、内容を変更している。 

７ページ「２ 歳入」の⑴は、前年度の「９年連続」を「１０年

連続」に変更している。 

⑵は、負担金や使用料等の改定サイクルが行政改革大綱等に定ま

っていることから、「既定方針」とした。 

⑶は、記載内容を整理したものである。 

⑷は、「残高の推移」等を追加したものである。 

８ページ「３ 歳出」の⑴～⑶は、経費を「政策的経費」、「義務

的経費」、「経常的・定型的経費」に分けて記載したものである。 

⑷は、令和４年度も１億円キャップ制を導入するため記載してい

る。 

「４ 特別会計」は、令和３年度予算編成方針とほぼ同内容であ

る。 

９ページ「５ 公営企業会計」は、「公共下水道事業経営戦略」を

追加したものである。 

次に、資料３について補足説明をさせていただく。 

表面上段の表に「個人市民税」の記載があるが、本市については

市民１人当たりの額は２６市中最下位で、最上位の武蔵野市の約４

割となっている。また、下段の表に「扶助費」の記載があるが、本

市については２６市中トップで、最下位の多摩市の約１．４倍とな

っている。 

裏面上段の表に、「財政調整基金現在高」の記載があり、本市につ

いては１６位となっているが、過去の情報を確認すると平成２３年

度から平成２８年度までの６年間は最下位であった。平成２９年度

以降は徐々に順位が上がっていき、令和２年度は１６位となってい

る。 

ただし、１位の立川市の半分以下となっている。財政課としては、

安定的な行財政運営を行っていくためには、稲城市と同程度のおお

むね３万円（基金の残高で約２０億円）が必要であると考えている。 

 

（質疑等） 

○ 資料２の１ページの「新型コロナウイルス感染症の感染状況と
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経済への影響」のところだが、９月２８日に基本的対処方針も変

更されたことから、令和４年度予算編成方針を発出するタイミン

グによって対応は異なると思うが、基本的対処方針の記載内容に

合わせて変更する必要があると思われる。 

  また、資料２の４ページの「予算編成の基本方針」も同じよう

に９月９日時点の新型コロナウイルス感染症対策本部においての

話が記載されていることから、こちらについても時点修正が必要

になるのではないかと思われる。 

  １０月以降は、緊急事態宣言も解除され、社会経済活動の制限

も緩和されていくこととなるが、令和４年度予算編成方針に記載

されている内容は、「社会経済活動が制限されることとなった。」

と記載されており、まだ制限が続いている状態の表現となってい

るため、記載内容を検討していただきたい。 

● 現在、令和４年度予算編成方針（案）に記載されている内容も

事実ではあるため、変更する必要はないと考えている。 

● １０月１日に令和４年度予算編成方針を発出するため、１０月

１日時点では、緊急事態宣言やまん延防止等重点措置は解除され

ているが、９月３０日までの状況を見ると、感染者数は９月まで

増加傾向にあり、また、ＧＤＰについても４～６月の内容を記載

しているため、令和４年度予算編成方針に記載している新型コロ

ナウイルス感染症の状況は、令和３年度前半の内容を記載してい

る。 

○ ＧＤＰの状況は過去の内容を記載しているため、９月までの状

況として見るのであれば、内容は合っている。しかしながら、令

和４年度予算編成方針については、１０月１日に発出されること

から、緊急事態宣言が解除された状況の中で、「社会経済活動が制

限されることとなった。」という記載内容があることについて、違

和感がある。 

● 初めに、令和３年度前半における新型コロナウイルス感染症の

状況を説明していることから、内容を改める必要はないと考える。 

○ 令和４年度予算編成方針が１０月１日に発出されたとしても、

「新型コロナウイルス感染症の感染状況と経済への影響」に記載

されている内容は過去の話のため、このままでも問題ないかと思

う。 

○ 「新型コロナウイルス感染症の感染状況と経済への影響」では、

内閣府が令和３年９月に発表した令和３年４～６月期のＧＤＰ２

次速報値を記載しており、９月までの新型コロナウイルス感染症

の状況を示していることから、内容はこのままとする。 

○ 令和３年９月９日に国で新型コロナウイルス感染症対策本部が

開催されているが、今後の経済の動向等について記載されている

のか。 

○ 基本的対処方針の中には、経済のことに関しては記載されてい

なかったと思う。 

なお、９月２８日に開催された国の新型コロナウイルス感染症
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対策本部において、「新型コロナウイルス感染症に関する今後の取

組」というものが出ており、そこに記載されている内容を抜粋す

ると、「今後、ワクチン接種を一層進捗させ、医療供給体制をもう

一段整備し、感染拡大に対する社会の耐性を高めながら、現在適

用している日常生活の制限を段階的に緩和し、感染対策と日常生

活を両立させることを基本として、政策を展開していく。」と記載

されている。 

  

 （結 論） 

原案のとおり決定する。 

 

議題２ その他 

 （企画財政部長） 

  ただいま、承認をいただいた「令和４年度予算編成方針」について

は、１０月１日（金）に依命通達として、各部長宛に送付させていた

だく。 

なお、令和４年度予算編成事務説明会については、新型コロナウ

イルス感染症感染拡大防止の観点から、書面開催とさせていただく。 

このため、各部長においては、所属職員に対し、予算編成方針に

沿った的確な予算見積りがなされるよう、御指導をお願いする。 

また、令和４年度予算編成事務要領等の配布は１０月４日（月）、

予算見積書の提出期限は１０月２９日（金）を予定しているため、

よろしくお願いする。 

 

（質疑等） 

 特になし。 
 

会議録の開示 

・非開示の別 

☑開  示 

□一部開示（根拠法令等：                   ） 

□非 開 示（根拠法令等：                   ） 
 

庶務担当課  企画財政部 企画政策課（内線：３７２） 

（日本産業規格Ａ列４番） 


